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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第88期
第２四半期
連結累計期間

第89期
第２四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 （百万円） 45,271 42,277 87,330

経常利益 （百万円） 3,387 2,527 6,099

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,475 1,786 4,575

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,679 196 4,025

純資産額 （百万円） 33,428 35,472 35,714

総資産額 （百万円） 104,236 104,288 103,336

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 23.16 16.49 42.70

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.6 33.5 34.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,982 4,123 9,443

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,000 △1,999 △3,021

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 422 949 △1,585

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 27,957 31,198 28,178

　

回次
第88期
第２四半期
連結会計期間

第89期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 15.82 5.49

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第88期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

　　

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災により企業の生産活動が落ち込んだものの、サ

プライチェーンの復旧とともに持ち直しの動きが見られるようになりました。一方で欧米の財政危機による景気

後退懸念などを背景に円高が進んだほか、新興国における物価上昇や金融引締めの動きなどから、成長に減速感が

見られるなど、先行き不透明な状況が続きました。　

当社グループを取り巻く環境は、成長の続くアジア二輪車市場がさらに拡大基調を強め、自動車市場も急回復い

たしました。その一方で、デジタル家電市場などを中心に電子部品需要が総じて低迷、震災の影響を受けた国内通

信市場も弱含みで推移いたしました。

こうした結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、422億77百万円（前年同期比6.6%減）となりました。利益

面においては、引き続き費用抑制や生産性向上に努めたものの減収や円高の影響を受け、営業利益は35億82百万円

（前年同期比16.9%減）、経常利益は25億27百万円（前年同期比25.4%減）、四半期純利益は17億86百万円（前年同

期比27.8%減）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、セグメント間の取引については相殺消去して記載しております。

　

①デバイス事業

デバイス事業の売上高は165億37百万円（前年同期比11.9%減）、営業利益は28億25百万円（前年同期比7.6%

減）となりました。

自動車市場においては、小型面実装ダイオードなどの需要が復調し、前年同期を上回る水準まで回復いたしまし

た。その一方で、比較的堅調に推移していた産業機器市場向けの大型整流ダイオード需要にブレーキが掛かったほ

か、景気減速を受けてデジタル家電や照明市場などが低迷、高速整流ダイオードやＩＣなどの需要も振るわず、売

上高、利益ともに減少いたしました。

②モジュール事業 

モジュール事業の売上高は191億33百万円（前年同期比19.1%増）、営業利益は18億７百万円（前年同期比20.4%

増）となりました。

インドネシアやインド、ベトナムなど成長を持続するアジア二輪車市場において、主力製品であるレギュレータ

やＣＤＩが拡大したほか、汎用エンジン市場においても発電機用インバータ需要が震災後に急増し、増収となりま

した。利益面においては、モビリティ・新エネルギー分野の開発投資が引き続き先行したものの、二輪車や汎用エ

ンジン市場での増収を受け、増益となりました。　

③システム事業

システム事業の売上高は、44億32百万円（前年同期比40.5%減）、営業損益は75百万円の損失となりました。

国内通信市場は、震災の影響により設備投資が細り、基幹系の整流器および移動体基地局向け電源需要が低調

だったほか、情報市場においても競争が激化したことでストレージ装置用電源が苦戦を強いられました。加えて、

構造改革で取り組んできた一部製品の絞込みの影響もあって、売上高、利益ともに減少いたしました。

④その他

アクチュエータ製品は、中国の建設機械市場向けに需要が鈍化したものの、北米や国内市場で回復するなど堅調

に推移いたしました。しかしながら、前期に一部の連結子会社を売却した影響などにより、売上高は21億74百万円

（前年同期比27.0%減）と減少いたしました。一方、営業利益は２億52百万円（前年同期比5.5%増）と増益を確保

いたしました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は1,042億88百万円（前期末比９億52百万円増）となりました。これは、

主に現金及び預金が増加したことや、たな卸資産が増加したことなどによるものであります。

また、負債は688億15百万円（前期末比11億93百万円増）となりました。これは、主に長期借入金が増加したこと

などによるものであります。

純資産は354億72百万円（前期末比２億41百万円減）となり、自己資本比率は33.5％となりました。

以上の結果、１株当たり純資産は314円13銭となりました。

　　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フ

ローで41億23百万円増加、投資活動によるキャッシュ・フローで19億99百万円減少、財務活動によるキャッシュ・

フローで９億49百万円増加した結果、前連結会計年度末に比べ資金は30億20百万円増加しました。前第２四半期連

結会計期間末との比較では、資金は32億40百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末は311億98百万円となりま

した。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、41億23百万円のプラス（前年同四半期累計期間は49億82百万円のプ

ラス）となりました。これは、主に税金等調整前四半期純利益が24億69百万円、減価償却費が20億69百万円と

なったことなどによるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、19億99百万円のマイナス（前年同四半期累計期間は10億円のマイナ

ス）となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出が15億73百万円となったことなどによるもので

あります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、９億49百万円のプラス（前年同四半期累計期間は４億22百万円のプ

ラス）となりました。これは、主に長期借入金の約定弁済が22億18百万円、配当金の支払額が４億32百万円あっ

たものの、新たに長期借入金40億円の資金調達を実施したことなどによるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社は、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを未然に防止すべく、平成19年

６月より「当社株式の大量買付行為への対応方針（買収防衛策）」を導入し、平成22年６月29日開催の第86回定

時株主総会にて、内容を一部変更した上で継続のご承認をいただいております。

当該防衛策の主旨について、当社取締役会としては、(i) 当該買収防衛策が、株主が適切な判断を行うために、株

主に対し大量買付を行おうとする者と当社取締役会双方から必要かつ十分な情報が提供されることを目的として

おり、最終的に株主の自由な意思を尊重する当社の基本方針に沿うものであること、(ii) 当該買収防衛策が、当社

株主総会で承認され、またその後の変更または廃止についても株主総会の決議に従うこととされており、当社の株

主意思を尊重し株主共同の利益を損なうものでないこと、(iii) 当該買収防衛策が、いわゆるデッドハンド型やス

ローハンド型の買収防衛策ではなく、発動にあたっても予め定められた合理的かつ客観的な発動要件が充足され

なければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保

しているとともに、大量買付を行おうとする者の行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう

か否かの検討および判断が必要な場合は、当社から独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計

士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることにより、当社取締役会による判断の公正さ・客観

性をより強く担保する仕組みとしていることから、当社取締役の地位の維持を目的とするものではないと判断し

ております。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、21億14百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 310,000,000

Ａ種優先株式 50,000,000

Ｂ種優先株式 50,000,000

計 310,000,000

（注）当社の発行可能種類株式は、それぞれ普通株式310,000,000株、Ａ種優先株式50,000,000株、Ｂ種優先株式

50,000,000株であり、合計では410,000,000株となりますが、発行可能株式総数は、310,000,000株とする旨定

款に規定しております。なお、発行可能種類株式の合計と発行可能株式総数との一致については、会社法上要

求されておりません。

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成23年９月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成23年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 103,388,848 103,388,848
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

であります。

Ａ種優先株式 11,362,000 11,362,000 非上場
単元株式数は1,000株

であります。(注）

計 114,750,848 114,750,848 － －

(注)Ａ種優先株式の内容は次の通りであります。

(1) Ａ種優先配当金

① Ａ種優先配当金

当社は、剰余金の配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載または記

録されたＡ種優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録株式

質権者（以下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下、「普通株

主」という。）または普通株式の登録株式質権者（以下、「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、

Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、Ａ種優先株式につき、株

式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整され

る。）に、７％（以下、「Ａ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（円位未満小数第４

位まで算出し、その小数第４位を切り上げる。）（以下、「Ａ種優先配当金」という。）の配当をする。

ただし、当該基準日の属する事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して次項

に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。また、平成22年３月31日に

終了する事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当金の額は、Ａ種優先株式１株につき、払込金額

相当額（ただし、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事

由があった場合には、適切に調整される。）に、７％を乗じて得られる額に、平成21年10月29日（同日を

含む。）より平成22年３月31日（同日を含む。）までの日数を乗じ、365で除して算出した額（円位未満小

数第４位まで算出し、その小数第４位を切り上げる。）とする。　

② 累積条項

ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額が

Ａ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以

下、「Ａ種優先累積未払配当金」という。）を、当該翌事業年度以降、Ａ種優先配当金ならびに普通株主

および普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者

に対して支払う。

③ 非参加条項

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金の額を超えて剰余金の配当を

行わない。ただし、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロもしくは同法第760条

第７号ロに規定される剰余金の配当または当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ

も

しくは第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

(2) Ａ種優先中間配当金

当社は、中間配当を行うときは、当該中間配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載または記録されたＡ

種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先
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株式１株につき、Ａ種優先配当金の額の２分の１を上限とする金銭（以下、「Ａ種優先中間配当金」とい

う。）を支払う。

(3) 残余財産

① 残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主ま

たは普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金額相当額

（ただし、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する事由があ

った場合には、適切に調整される。）およびＡ種優先累積未払配当金相当額を合計した額の金銭を支払

う。

② 非参加条項

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか、残余財産の分配は行わない。

(4) 議決権

Ａ種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、Ａ種優

先株主は、定時株主総会にＡ種優先配当金の額の全部（Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し

てＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が提出されないと

きはその定時株主総会より、Ａ種優先配当金の額の全部（Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対

してＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が定時株主総会

において否決されたときはその定時株主総会の終結の時より、Ａ種優先配当金の額の全部（Ａ種優先株主ま

たはＡ種優先登録株式質権者に対してＡ種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払

を受ける旨の決議がなされる時までの間は、全ての事項について株主総会において議決権を行使することが

できる。

(5) 金銭を対価とする取得条項

① 金銭を対価とする取得条項

当社は、平成23年10月29日以降、取締役会が別に定める日（以下、「取得日」という。）が到来したと

きは、法令上可能な範囲で、Ａ種優先株式の全部または一部を取得することができる。なお、Ａ種優先株

式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。

② 取得と引換えに交付すべき財産

当社は、Ａ種優先株式の取得と引換えに、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種優先株式１株当たりの払込金

額相当額（ただし、Ａ種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれに類する

事由があった場合には、適切に調整される。）にＡ種優先累積未払配当金相当額および下記に定める経過

Ａ種優先配当金相当額を加えた額の金銭を交付する。

上記においてＡ種優先株式１株当たりの経過Ａ種優先配当金相当額とは、取得日において、取得日の属

する事業年度の初日（同日を含む。）から取得日（同日を含む。）までの日数にＡ種優先配当金の額を乗

じた金額を365で除して算出した額（円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を切り上げる。）を

いう。ただし、取得日の属する事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対してＡ

種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。

(6) 株式の分割または併合および株式無償割当て

① 分割または併合

当社は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式およびＡ種優先株式の種類ごとに、同時に同一

の割合で行う。

② 株式無償割当て

当社は、株式無償割当てを行うときは、普通株式およびＡ種優先株式の種類ごとに、当該種類の株式の

無償割当てを、同時に同一の割合で行う。
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(7) 法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社の取締役会

は合理的に必要な措置を講じる。

(8) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(9) 議決権を有しないこととしている理由

資本増強にあたり、既存の株主への影響を考慮したためであります。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 114,750 － 17,823 － 6,031
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（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

中央不動産株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－２ 13,436 11.70

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１－１号 13,363 11.64

東京センチュリーリース

株式会社
東京都港区浜松町２丁目４－１ 7,000 6.10

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 4,501 3.92

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,173 3.63

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 3,689 3.21

みずほ信託銀行株式会社　退職

給付信託　みずほ銀行口　再信

託受託者　資産管理サービス信

託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－12

晴海アイランドトリトンスクエア

オフィスタワーＺ棟

3,389 2.95

朝日生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社）

東京都千代田区大手町２丁目６番１号

（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

3,255 2.83

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－11 3,101 2.70

安藤建設株式会社 東京都港区芝浦３丁目12－８ 2,726 2.37

計 － 58,634 51.09

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）および日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９）の所有株式数は、信託業務に係るもの

であります。

２．みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式会社

の持株数3,389千株は、株式会社みずほ銀行からみずほ信託銀行株式会社へ委託された信託財産を同行へ再

信託されたものであります。信託約款上、議決権の行使および処分権については株式会社みずほ銀行が指図

権を留保しております。
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なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

　 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
（個)

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１－１号 13,363 13.02

中央不動産株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－２ 11,618 11.32

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 4,501 4.38

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 4,173 4.06

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 3,689 3.59

みずほ信託銀行株式会社　退職

給付信託　みずほ銀行口　再信

託受託者　資産管理サービス信

託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－12

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟

3,389 3.30

朝日生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社）

東京都千代田区大手町２丁目６番１号

（東京都中央区晴海１丁目８－12晴海アイランド

トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

3,255 3.17

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－11 3,101 3.02

新電元工業協力会社持株会 東京都千代田区大手町２丁目２－１ 2,116 2.06

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社（信託口４）
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,983 1.93

計 － 51,188 49.89
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

11,362,000
－ （注）１

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     330,000
－ 単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 102,599,000 102,599
同上

（注）２

単元未満株式 普通株式　　 459,848 － －

発行済株式総数 114,750,848－ －

総株主の議決権 － 102,599 －

（注）１．株式の内容は「１．株式等の状況」の「（１）株式の総数等」の「②発行済株式」に記載しております。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新電元工業株式会社

東京都千代田区

大手町２丁目２番１号

普通株式

330,000
－

普通株式

330,000
0.28

計 －
普通株式

330,000
－

普通株式

330,000
0.28

（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権１個）

あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めており

ます。

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 28,178 31,198

受取手形及び売掛金 20,554 20,720

商品及び製品 5,391 5,398

仕掛品 3,706 4,284

原材料及び貯蔵品 7,388 7,507

繰延税金資産 228 239

その他 1,830 1,276

貸倒引当金 △14 △22

流動資産合計 67,263 70,604

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,701 8,424

機械装置及び運搬具（純額） 5,787 5,648

土地 4,867 4,865

その他（純額） 3,193 3,095

有形固定資産合計 22,550 22,034

無形固定資産

ソフトウエア 379 352

その他 286 280

無形固定資産合計 666 632

投資その他の資産

投資有価証券 9,971 7,874

繰延税金資産 1,419 1,477

その他 1,499 1,706

貸倒引当金 △34 △42

投資その他の資産合計 12,855 11,016

固定資産合計 36,072 33,684

資産合計 103,336 104,288
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,607 15,257

短期借入金 4,753 4,778

1年内償還予定の社債 － 5,200

未払法人税等 288 259

繰延税金負債 － 3

賞与引当金 582 662

その他 4,398 4,269

流動負債合計 25,629 30,431

固定負債

社債 12,000 6,800

長期借入金 19,410 21,115

退職給付引当金 8,172 8,778

役員退職慰労引当金 31 34

資産除去債務 145 143

繰延税金負債 454 5

その他 1,777 1,507

固定負債合計 41,991 38,384

負債合計 67,621 68,815

純資産の部

株主資本

資本金 17,823 17,823

資本剰余金 10,336 10,336

利益剰余金 8,111 9,466

自己株式 △110 △111

株主資本合計 36,161 37,514

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 666 △854

為替換算調整勘定 △1,579 △1,698

その他の包括利益累計額合計 △912 △2,553

少数株主持分 465 512

純資産合計 35,714 35,472

負債純資産合計 103,336 104,288
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 45,271 42,277

売上原価 35,486 33,642

売上総利益 9,784 8,635

販売費及び一般管理費 ※
 5,473

※
 5,052

営業利益 4,311 3,582

営業外収益

受取利息 33 36

受取配当金 87 100

受取ロイヤリティー 77 85

その他 213 173

営業外収益合計 412 396

営業外費用

支払利息 367 380

為替差損 386 570

退職給付会計基準変更時差異の処理額 309 309

その他 271 191

営業外費用合計 1,336 1,451

経常利益 3,387 2,527

特別損失

投資有価証券評価損 59 57

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 118 －

特別損失合計 178 57

税金等調整前四半期純利益 3,209 2,469

法人税、住民税及び事業税 746 699

法人税等調整額 △55 △66

法人税等合計 690 632

少数株主損益調整前四半期純利益 2,518 1,837

少数株主利益 43 50

四半期純利益 2,475 1,786

少数株主利益 43 50

少数株主損益調整前四半期純利益 2,518 1,837

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △638 △1,521

為替換算調整勘定 △133 4

持分法適用会社に対する持分相当額 △66 △123

その他の包括利益合計 △839 △1,640

四半期包括利益 1,679 196

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,636 146

少数株主に係る四半期包括利益 43 50
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,209 2,469

減価償却費 2,026 2,069

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 118 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 69 80

退職給付引当金の増減額（△は減少） 484 604

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3 2

受取利息及び受取配当金 △121 △137

支払利息 367 380

投資有価証券評価損益（△は益） 59 57

売上債権の増減額（△は増加） △2,018 △190

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,514 △832

未収消費税等の増減額（△は増加） 213 768

仕入債務の増減額（△は減少） 1,111 △281

その他 2,627 88

小計 5,629 5,078

利息及び配当金の受取額 124 133

利息の支払額 △362 △379

法人税等の支払額 △409 △709

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,982 4,123

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社出資金の払込による支出 △92 △245

有形固定資産の取得による支出 △1,026 △1,573

有形固定資産の売却による収入 31 11

その他 86 △191

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,000 △1,999

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,337 △55

長期借入れによる収入 4,000 4,000

長期借入金の返済による支出 △1,895 △2,218

配当金の支払額 △73 △432

少数株主への配当金の支払額 △5 △4

その他 △264 △338

財務活動によるキャッシュ・フロー 422 949

現金及び現金同等物に係る換算差額 △315 △53

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,089 3,020

現金及び現金同等物の期首残高 23,842 28,178

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 26 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 27,957

※
 31,198
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

該当事項はありません。

　

　

【会計方針の変更等】

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入に対し

支払保証を行っております。

四半期連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入

に対し支払保証を行っております。

従業員住宅資金借入口 178百万円

計 178

従業員住宅資金借入口 161百万円

計 161

 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日）

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びその金

額は次のとおりであります。

※ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びその金

額は次のとおりであります。

 運搬費 1,210百万円

 給料 1,116　

 退職給付費用 164  

 給料 1,100百万円

 退職給付費用 183  

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 27,987百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30

現金及び現金同等物 27,957

 

現金及び預金勘定 31,198百万円

現金及び現金同等物 31,198
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
Ａ種優先株式 73 6.498 平成22年３月31日 平成22年６月30日資本剰余金

　

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額　

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 257 2.50 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

平成23年６月29日

定時株主総会
Ａ種優先株式 174 15.40 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

　

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日　至 平成22年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

 
デバイス
事業

モジュール
事業

システム
事業

計

売上高     　     　         　     
外部顧客への売上高 18,77416,0667,45242,2922,97945,271 － 45,271
セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,982 31 － 2,014 － 2,014△2,014 －

計 20,75616,0987,45244,3072,97947,286△2,01445,271

セグメント利益 3,058 1,500 633 5,192 239 5,431△1,120 4,311

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。　

２．セグメント利益の調整額△1,120百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれて

おります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）　

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

 
デバイス
事業

モジュール
事業

システム
事業

計

売上高     　     　         　     
外部顧客への売上高 16,53719,1334,43240,1032,17442,277 － 42,277
セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,188 29 － 2,217 － 2,217△2,217 －

計 18,72619,1624,43242,3202,17444,495△2,21742,277

セグメント利益又は
損失（△）

2,825 1,807 △75 4,557 252 4,809△1,227 3,582

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。　

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,227百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれん発生益）　

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 23円16銭 16円49銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 2,475 1,786

普通株主に帰属しない金額（百万円） 87 87

（うちＡ種優先配当金） (87) (87)

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,387 1,699

普通株式の期中平均株式数（千株） 103,071 103,060

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

【重要な後発事象】

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

タイ王国の洪水の影響について

平成23年10月に発生したタイ王国の洪水の影響により、当社の連結子会社でありますシンデンゲン（タイ

ランド）カンパニー・リミテッドは、工場敷地および建屋が浸水し、操業を停止しております。

この洪水による、たな卸資産、建物及び機械装置等への損害並びに復旧のための修繕費、実質損害額等は現

時点では未確定であります。また、復旧の時期及び当該洪水が当社グループの今後の営業活動等に及ぼす影

響を、現時点で合理的に見積ることは困難であります。なお、従業員についての人的被害はこれまで報告され

ておりません。

　

会社名　：シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド

所在地　：タイ王国 パトムタニ県 ナワナコン工業団地

主な事業：電装品、半導体の製造、販売

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成23年11月９日

新 電 元 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会　 御 中
 

新日本有限責任監査法人
　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 江口  潤　 　 ㊞

 
 指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 唐澤 正幸　　 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式

会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から

平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

四半期報告書

23/23


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益及び包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更
	会計方針の変更等
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報
	重要な後発事象


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

